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【表 5】 水質汚濁に係る環境基準（Ｓ46環境庁告示59号）
○ 人の健康の保護に関する環境基準

値準基目項
下以ℓ/㎎300.0ムウミドカ
とこいなれさ出検ンアシ全

下以ℓ/㎎10.0鉛
下以ℓ/㎎50.0ムロク価六
下以ℓ/㎎10.0素ひ
下以ℓ/㎎5000.0銀水総

アルキル水銀 検出されないこと
とこいなれさ出検ＢＣＰ

ジクロロメタン 0. 02㎎/ℓ以下
下以ℓ/㎎200.0素炭化塩四

1, 2―ジクロロエタン 0. 004㎎/ℓ以下
1, 1―ジクロロエチレン 0. 1㎎/ℓ以下
シス―1, 2―ジクロロエチレン 0. 04㎎/ℓ以下
1, 1, 1―トリクロロエタン 1㎎/ℓ以下
1, 1, 2―トリクロロエタン 0. 006㎎/ℓ以下

トリクロロエチレン 0. 01mg/ℓ以下
※平成26年11月改正

テトラクロロエチレン 0. 01㎎/ℓ以下
1, 3―ジクロロプロペン 0. 002㎎/ℓ以下

下以ℓ/㎎600.0ムラウチ
下以ℓ/㎎300.0ンジマシ

チオベンカルブ 0. 02㎎/ℓ以下
下以ℓ/㎎10.0ンゼンベ
下以ℓ/㎎10.0ンレセ

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10㎎/ℓ以下
下以ℓ/㎎8.0素っふ
下以ℓ/㎎1素うほ

1, 4―ジオキサン 0. 05㎎/ℓ以下
※平成26年11月、トリクロロエチレンについて基準値の見直しが行われ、0. 03㎎/ℓから
0. 01㎎/ℓとされた。

～環境法豆知識　その 3～

【環境基準とは何？】
環境基準は企業活動を直接規制するものではない。大気汚染や水質汚濁、土壌汚染、

騒音に関して、人の健康を保護し、かつ生活環境を保全する上で「維持されることが望
ましい基準」のことだ（環境基本法16条 1 項）。つまり、環境行政における目標値と考
えておけばよい。ただし、新聞などで「○○工場で事故があり、河川に環境基準の○倍
を超える○○が流出した」と報じられるように、参考値として活用されることが多いの
で、関係しそうな環境基準は確認しておきたい。

東京都港区南青山2‒11‒17 〒107‒8560
http: //www.dai ichihok i .co . jp
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略称：環境アセスメント法

法令の目的等
環境影響評価について国等の責務を明らかにするとともに、環境影
響評価の手続その他所要の事項を定め、事業に係る環境の保全につ
いて適正な配慮がなされることを確保する

項条トンイポ・件条用適項事守遵

義
定

環境影響評価

事業の実施が環境に及ぼす影響について環
境の構成要素に係る環境の保全のための措
置を検討し、これが行われた場合の環境影
響を総合的に評価する

法 2①

対象事業 ① 第 1種事業、② 第 2種事業のうち実施判
定（ スクリーニング）を受けたもの（表 1） 法 2④

事業者
対象事業を実施しようとする者
（国の場合は実施担当行政機関の長、委託
事業の場合は委託をしようとする者）

法 2⑤

第
2

定
判
る
係
に
業
事
種

事業者 事業の届出
第 2種事業の種類、規模、区域、その他に
ついて、国に届出（環境影響評価の実施判
定を受けるため）

法 4①

国

意見聴取
事業実施区域の管轄都道府県知事へ届出書
類を送付、30日以上の期間を指定して意見
聴取

法 4②

環境影響評価実
施の判定・通知

意見収集後60日以内。届出事業者及び意見
聴取。都道府県知事へ判定結果を通知 法 4③

判定基準の策定 主務大臣が環境大臣と協議の上策定 法 4⑨
基本的事項の公
表

判定基準策定のための基本的事項。環境大
臣が策定、公表 法 4⑩
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事業者

方法書の作成 対象事業の環境影響評価を行う方法につい
て作成 法 5①

方法書・要約書
の送付

関係都道府県知事及び関係市町村長、特別
区区長へ方法書とこれを要約したものを送
付

法 6①

方法書作成の公
告・方法書・要
約書の電子縦覧

（ 1）関係地域へ公告、縦覧期間は 1ヶ月
（ 2）インターネットの利用による電子縦覧
（ 3）ウェブサイトへの掲載

（ 1）（ 2）法
7
（ 3）則 3条
の 2

方法書説明会の
開催

（ 1）縦覧期間内に説明会を実施
（ 2）開催日、場所を一週間前までに公告

（ 1）法 7の
2①
（ 2）法 7の
2②

意見書の概要送
付 関係都道府県知事、関係市町村長へ送付 法 9

都道府県
知事

意見収集 方法書について対象市町村の意見収集 法10②

意見提出
（ 1）事業者へ方法書について意見提出
（ 2）意見概要送付より90日以内
（ 3）市町村意見に配意

（ 1）法10①
（ 2）令 8①
（ 3）法10③

政令で定
める市
（表 2）

事業者への意見
提出

（ 1）対象地域が全て政令で定める市の区域
に含まれる場合

（ 2）90日以内に書面で提出

（ 1）法10④
（ 2）令 8
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申　込　書　〈第一法規刊〉

【第１章　基本的事項】
環境基本法／環境影響評価法／公害防止組織法／環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律／環境情報提供促進法
【第２章　地球温暖化・省エネルギー・フロン】
温対法／省エネ法／建築物省エネ法／再生可能エネルギー特別措置法／オゾン層保護法／フロン排出抑制法
【第３章　大気汚染】
大気汚染防止法／自動車NOx・PM法／オフロード法
【第４章　水質汚濁】
水質汚濁防止法／下水道法／湖沼水質保全特別措置法／瀬戸内海環境保全特別措置法／海洋汚染防止法／浄化槽法／水道水源法／水道
原水法／水道法／河川法／海岸法
【第５章　土壌汚染】
土壌汚染対策法／農用地土壌汚染防止法／農薬取締法／肥料取締法
【第６章　騒音・振動・地盤沈下・悪臭防止】
騒音規制法／振動規制法／工業用水法／ビル用水法／悪臭防止法
【第７章　廃棄物処理】
廃棄物処理法／産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律／バーゼル法／PCB処理特別措置法／放射性物質汚染対処
特措法
【第８章　循環型社会】
循環型社会形成推進基本法／資源有効利用促進法／容器包装リサイクル法／家電リサイクル法／小型家電リサイクル法／建設リサイク
ル法／食品リサイクル法／自動車リサイクル法／グリーン購入法
【第９章　化学物質・安全衛生・危険物】
化審法／PRTR法／ダイオキシン類対策特別措置法／水銀環境汚染防止法／毒劇法／食品衛生法／有害物質を含有する家庭用品の規制
に関する法律／安衛法／消防法／高圧ガス保安法／ビル管理衛生法／放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律
【第10章　自然環境・生物多様性】
生物多様性基本法／自然環境保全法／自然公園法／鳥獣保護法／種の保存法／水循環基本法／温泉法／森林法
【第11章　土地利用】
工場立地法／都市計画法／都市公園法／都市緑地法／建築基準法／生産緑地法／景観法／文化財保護法

※一部の法律は略称表記となっております。ISO環境法クイックガイド2016 目  次（取扱76法）

＜七訂＞ ベーシック環境六法関連商品

＜七訂＞ ベーシック環境六法 目  次
【第１章　基本】
【第２章　地球温暖化】
【第３章　大気汚染】
【第４章　水質汚濁等・土壌汚染】
【第５章　騒音・振動・地盤沈下・悪臭】

【第11章　エネルギー・資源】
【第12章　その他関係法令】
【第13章　環境基準】
【第14章　条約】
【第15章　条例】

【第６章　廃棄物・リサイクル】
【第７章　化学物質】
【第８章　放射性物質】
【第９章　自然保護】
【第10章　国土・土地利用】

日本の環境法学界を代表する大塚 直氏、北村喜宣氏、高村ゆかり氏、島村 健氏による編集。
主要な環境法、環境条約、環境条例を一冊に収録したコンパクトな法令集。姉妹書『ISO環境法クイックガ
イド2016』の参照先として、現場に持ち歩く事のできる小型六法としてご活用いただきたい一冊。

平成28年3月発刊

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!

C
第一法規 検　索

レジ トカ ド もお支払 ただけます

詳 細・お申し 込 みはコチラ

Ａ５判／単行本　定価：本体3,700円＋税

環境六法
ベーシック

七訂

環境法令、条約、条例を精選 ！
「パリ協定」（部分仮訳）を収録

編集
大　  直・北村喜宣・高村ゆかり・島村  健

遵守事項をまとめたベストセラー
『ISO環境法クイックガイド2016』の姉妹本
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